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①必要戸数の把握 

 

◆ 概要 ◆ 

発災後、できるだけ早く「被災世帯数」と「応急住宅として提供できる住宅の戸数」を把握すること

が重要である。 

被災世帯数を把握するには、①地元消防の災害報告、②避難所等におけるアンケート結果、③市町村

による住家被害認定の結果等を用いることが考えられる。 

 

◆ 具体的な取組み事例 ◆ 

 

○ 県と市が連携し、自治会を介して必要戸数を把握した例（新潟県、長岡市） 

（平成 16 年新潟県中越地震、全壊 3,175 棟・半壊 13,810 棟、応急仮設住宅：建設 3,460 戸（長岡市 2,221

戸）・借上げ 174 戸（長岡市 150 戸）） 

（新潟県） 

県が全体を統括し、実行部隊である市町村と連携しながら、自治会を介した地域の被害状況調査を行った。 

（長岡市） 

新潟県からの「全壊でなくとも自宅での生活が不能な場合は仮設住宅の入居対象とする」方針を受け、避

難所にて仮設住宅への入居希望調査を行い、その後再度入居意向を確認することにより、応急仮設住宅の

必要戸数を決定した。 

 

 

○ 市町村が電話や面談により把握した例（和歌山県、三重県熊野市） 

（平成 23 年台風 12 号 

和歌山県：全壊 240 棟・半壊 1,753 棟、応急仮設住宅：建設 44 戸・借上げ 41 戸） 

三重県：全壊 81 棟・半壊 1,077 棟、応急仮設住宅：建設０戸・借上げ 22 戸（熊野市２戸）） 

（和歌山県） 

市町村の報告により応急仮設住宅等の必要戸数を把握した。市町村は被災者に対して、電話や直接会って

のヒアリングにより必要戸数を把握した。 

（三重県熊野市） 

職員が各避難所をまわり、対象となる被災者に個別に聞き取り調査を行い、入居要望を把握した。 
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○ 避難所において職員が入居希望を調査した例（熊本県阿蘇市） 

（平成 24 年九州北部豪雨、熊本県：全壊 169 棟・半壊 1,293 棟、 

応急仮設住宅：建設 48 戸（阿蘇市 48 戸）・借上げ 66 戸（熊本市 64 戸、南阿蘇村２戸） 

阿蘇市では、市職員が下記の「応急仮設住宅入居希望調査票」を大きく拡大したものを避難所に掲示した

上で、調査票の配布及び個別の聞き取り調査を行い、必要戸数を把握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 住家被害認定の結果により把握した例（新潟県、熊本市） 

（新潟県：平成 23 年７月 28 日からの大雨、全壊 41 棟・半壊 805 棟、応急仮設住宅：借上げ 11 戸） 

（熊本県：平成 24 年７月九州北部豪雨、全壊 169 棟・半壊 1,293 棟、応急仮設住宅：借上げ 66 戸（熊本市

64 戸）） 

（新潟県） 

平成 23 年７月 28 日からの大雨の際の必要戸数は、住家被害調査に基づく罹災証明書を発行し、全壊また

は半壊等で居住できないと認定された被災者に対して入居意向調査を実施し把握した。 

（熊本市） 

平成 24 年７月九州北部豪雨の際、住家被害認定調査の結果をもとに、全壊戸数を借上げ必要戸数として把

握し、予算要求した。住家被害認定調査の再調査等による判定結果の変更等により、予算要求時には必要戸

数は 88 戸としていたものが、最終的な入居戸数は 64 戸となった。 

1　入居希望について

希望する 希望しない

2　入居予定者情報について

申請者　（世帯主）

連絡先（必ずご記入ください）

行政区

入居予定者数　（　　　　　　　　人）

入居予定のご家族氏名

3  被災した住家の状況について　（自己申請で結構です。該当する番号に○をご記入ください）

1 全壊 → □建替えを考えている　 　　　　　□建替えを考えていない

　　　□実施してる　　　　　□実施してない

2　大規模半壊 3 半壊 4 二次災害の恐れあり 5 帰宅困難のため

6 その他

※1 全壊以外で入居希望をされる方は下記4にお進みください

↓

4  被災した住家周辺の状況について （ 1全壊以外の方で入居を希望する理由）

○自らの資力では住宅を得ることができない方

　　　２　道路の寸断やインフラ等の遮断により住家での生活が営めない方や、住家周辺の崖等の崩壊に
　　　　より二次災害の恐がある世帯

　　　３　住家が大きな損害を受け、今後取り壊し再建される世帯

※この調査票は入居申請書ではありません

　応急仮設住宅入居条件　

受付番号

応急仮設住宅入居希望調査票

　　　１　災害により住家が全壊、全焼または流出した世帯

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成 年 月 日

出典：阿蘇市提供資料

調査票の回答

～手続きの流れ～

応急仮設住宅入居

（入居条件の審査及び現地調査を実施）
　※内容により入居が認められないことがあります。

入居が認められた場合

応急仮設住宅使用貸借契約
（契約書及び誓約書の提出）

応急仮設住宅入居申請書
（罹災証明書の添付）

【お問合せ先】

阿蘇市建設課

担当：山部 井野
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○ 住宅総合相談の際に応急住宅への入居意向を把握した例（長野県） 

（平成 26年 11 月長野県神城断層地震） 

長野県では平成26年11月の長野県神城断層地震の

際、一時的に入居できる住宅や住宅の再建・修繕のた

めの各種支援制度等をアドバイスするための「住宅総

合相談」を実施し、相談時に被災者の状況や応急住宅

等への入居希望の意向を把握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 見舞金等の申請手続きの際に窓口で聞き取りした例（福岡県八女市） 

（平成 24 年７月九州北部豪雨、全壊 70 棟・半壊 424 棟、 

応急仮設住宅：建設 25 戸（八女市 25 戸）・借上げ 53 戸（八女市 42 戸） 

八女市では、市役所窓口で県災害見舞金や被災者生

活再建支援金の申請手続きを受け付ける際に、ヒアリ

ングシートを用いて住宅支援の必要性を聞き取り、応

急仮設住宅、公営住宅等の必要戸数を把握した。 

 

 

 

 

 

出典：福岡県提供資料 

聴取者：　　　　　　　　　　　　　　　　

回答者：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　連絡先電話番号　　（自宅）

　　　　　　　　　　　　　（携帯電話）

※　昼間に連絡がつく電話番号を記入してください。

氏　　　名 生年月日 年齢 続柄
要介護・障
害の有無

要介護度・障害の種別・等級

八女　太郎 昭和○○年○○月○○日 ○○ 世帯主 有  ・ 無

八女　○○ 昭和○○年○○月○○日 ○○ 妻 有  ・ 無 身体障害３級

八女　△△ 平成○○年○○月○○日 ○○ 子 有  ・ 無

八女　□□ 平成○○年○○月○○日 ○○ 子 有  ・ 無

　　　　　年　　　月　　　日 有  ・ 無

　　　　　年　　　月　　　日 有  ・ 無

　　　　　年　　　月　　　日 有  ・ 無

被害の程度

自宅の状況

入居の必要性

入居希望期間（原則２年以内）

住居区分

希望地区

希望する規模

その他の事項

住居区分

希望地区

希望する規模

その他の事項

応急仮設住宅入居希望調査票

調査年月日：平成　　　年　　　月　　　日

　自家　・　借家　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　世帯主名（ふりがな）

　　住　　所

整理　№

八女市△△番地

　全壊　・　半壊　・　一部損壊　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

現在の居住地について、下記のいずれかに○をしてください。

・民間賃貸住宅（アパートなど）　　・公営住宅（県営・市営）　　・避難所
・親せき宅　　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

八女市○○番地（八女次郎宅）

０９４３－２２－○○○○

０９０－△△△－△△△△

　　現在の居住地
　　（避難施設等）

１年

入居希望要件

第１希望

※該当項目を○で囲んでくださ
い

入居希望要件

第２希望

※該当項目を○で囲んでくださ
い

・応急仮設住宅　　・民間賃貸　　・公営住宅（県営・市営）

・応急仮設住宅　　・民間賃貸　　・公営住宅（県営・市営）

・地元　　　　・その他（長男が高校生の為、旧八女市希望）

大雨で自宅が浸水し、全壊したため

※　他に住む家が　（　ある　・　ない　）

入
居
希
望
者

 １DK  ・２DK ・ ３K

・地元　　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

 １DK  ・２DK ・ ３K

備考（手すり・スロープの希望等）

ない

記入例

出典：長野県小谷村ホームページ
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②提供可能戸数の把握 

 

◆ 概要 ◆ 

公営住宅や国家公務員宿舎等の公的住宅の空室については、災害発生時に一時提供住宅として活用で

きる場合もあることから、関係部署、関係機関等と連携してこれらの活用を検討する。これは、災害対

策予算の効果的執行、復興に必要な他の建築物のための用地確保、省資源、既存住宅の有効活用等に資

するものである。 

この際、国土交通省の「民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業」は、災害時において被

災者の利用のために提供する対象となる住宅であること等を要件としていることから、同事業を実施し

た住宅（補助を受けた住宅）の活用を検討することも考えられる。 

また、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 19 年法律第 112 号）に

基づき設立された居住支援協議会やこれに準ずる団体（以下「居住支援協議会等」という。）が住宅確

保要配慮者（低所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を

要する者をいう。以下同じ。）の入居の円滑化と安心できる賃貸借関係の構築を支援する取組を行って

いる場合には、それらの民間賃貸住宅の活用を検討することも考えられる。 

応急住宅を必要とする被災者の特性（住家の被害程度、資力等）と提供可能な住宅の特性（入居者資

格、入居までに要する期間、入居可能期間等）を踏まえ、これらの住宅と応急仮設住宅との間で適切な

役割分担が図られるよう留意する必要がある。 

 

■応急救助期の住まいの支援の類型 

  

被災者 地方公共団体 

入居者資格 
入居期間 

（目安） 

提供までの 

期間 

（過去の災害

における例）

事務 

負担 

費用負担 

都道 

府県 

市区 

町村 

        

一時提供住宅             

 公営住宅（都道府県営） 

被災者 

３ヶ月～６ヶ月 １週間程度 少ない 
少ない なし 

 公営住宅（市区町村営） なし 少ない 

 
その他の公的賃貸住宅 

※1 
６ヶ月 ２週間程度 

比較的 

少ない 
少ない or なし 

       

応急仮設住宅             

 応急借上げ住宅 

全壊 最長２年 

２週間程度 多い 
最大

50/100 
なし 

 応急建設住宅 ６週間以上 多い 
最大

50/100 
なし 

        

二次避難所             

 ホテル・旅館等 被災者 １ヶ月程度 10 日程度 
比較的 

少ない 

最大

50/100 
なし 

        

その他             

 民間賃貸住宅※2 被災者 

－ 

（家主と被災者

が直接契約） 

― 
少ない 

(あっせん) 

なし 

（入居者

負担） 

なし 

（入居者

負担） 

※1：公的賃貸住宅：県公舎、教育委員会公舎、住宅供給公社住宅、国家公務員宿舎、UR 賃貸住宅、雇用促進住宅 等

※2：民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業等の対象住戸 
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【参考：被災者を入居対象とした民間賃貸住宅に係る制度の例】 

 制度概要 入居の対象者 

民間住宅活用型住宅

セーフティネット整

備推進事業 

以下の目的により、住宅確保要配慮者の入居等を

条件として、空き家のある賃貸住宅のリフォームに

要する費用の一部を国が直接補助する事業 

・既存の民間賃貸住宅の質の向上 

・空き家の有効活用による、住宅確保要配慮者

の居住の安定確保 

・災害時に機動的な公的利用を可能とする環境

の構築 

（http://www.minkan-safety-net.jp/outline.html）

以下のいずれかに該当する世帯 

・高齢者世帯  

・障がい者等世帯 

・子育て世帯 

・所得が 214,000 円を超えない者 

・災害等特別な事情があり、入居させ

ることが適当と認められる世帯 

 

あんしん賃貸住宅支

援事業 

（地方公共団体独自

事業） 

高齢者、障害者、外国人、子育て世帯等の入居

を受け入れることとする民間賃貸住宅（あんしん

賃貸住宅）を斡旋する宅建業者（協力店）、入居

を支援するＮＰＯ・社会福祉法人等（支援団体）

が連携して、入居の円滑化と安心できる賃貸借関

係の構築を支援する事業 

以下のいずれかに該当し、かつ民間

賃貸住宅の家賃等を適正に支払うこと

ができ、地域社会において自立した日

常生活を営むことができる世帯。 

・高齢者世帯 

・障がい者世帯 

・外国人世帯 

・小さい子どもがいる世帯 

・一人親世帯 

・被災者世帯 

・失業者世帯 

・ＤＶ被害者世帯 
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◆ 具体的な取組み事例 ◆ 

○ 一時提供住宅、応急建設住宅及び応急借上げ住宅を提供した例（和歌山県、福岡県、熊本県） 

（和歌山県） 

平成 23 年の台風 12 号の被害を受け、被災者の特性等を踏まえて一時提供住宅、応急建設住宅及び応急借

上げ住宅を提供した。 

■住家被害と応急救助期の住まい（和歌山県：平成 23 年台風 12 号） 

住家被害 

全 壊 240 棟

半 壊 1,753 棟

計 1,993 棟

提供住宅 

種類 入居者資格 入居期間 提供戸数 入居戸数

一時提供住宅 

県営住宅 被災者 １年※1 126 戸 10 戸

市町営住宅 

市単独住宅 
被災者 １年※1 81 戸 12 戸

雇用促進住宅等※2 被災者 
平成 24 年

３月末迄 
228 戸 

40 戸

職員住宅 被災者 
１年※1 

22 戸

社宅 被災者 ５戸

応急仮設住宅 

応急建設住宅 
被災者 

（全壊又は流出等）
２年 44 戸 44 戸

応急借上げ住宅 
被災者 

（全壊又は流出等）
２年 41 戸 41 戸

計 520 戸 174 戸

※1：延長して２年 

※2：雇用促進住宅（延長して１年）、定住促進住宅（延長して２年）、緑の雇用住宅 （延長して２年） 

 

 

（福岡県） 

平成 24 年７月の九州北部豪雨の被害を受け、被災者の特性等を踏まえて一時提供住宅、応急建設住宅及び

応急借上げ住宅を提供した。 

■住家被害と応急救助期の住まい（福岡県：平成 24 年７月九州北部豪雨） 

住家被害 

全 壊 70 棟

半 壊 424 棟

計 494 棟

提供住宅 

種類 入居者資格 入居期間 提供戸数 入居戸数

一時提供住宅 

県営住宅 被災者※1 ３ヶ月※2 250 戸 28 戸

市営住宅 被災者※1 
２～６ヶ月

※3 
28 戸 27 戸

職員住宅 被災者※1 ３ヶ月 27 戸 １戸

公立病院宿舎 被災者※1 ６ヶ月※2 ３戸 ３戸

応急仮設住宅 

応急建設住宅 
被災者 

（全壊又は流失等）
２年 25 戸 24 戸

応急借上げ住宅 
被災者 

（全壊又は流失等）
２年 53 戸 53 戸

計 386 戸 136 戸

※1：入居対象要件はいずれも罹災証明提出世帯 

※2：最長２年まで可。 

※3：市によって異なる。最長提供期間も３ヶ月～２年と異なる。 

 

和歌山県提供資料より作成 

福岡県提供資料より作成 
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（熊本県） 

平成 24 年７月の九州北部豪雨の被害を受け、被災者の特性等を踏まえて一時提供住宅、応急建設住宅及び

応急借上げ住宅を提供した。職員住宅への入居期間は当初 1.5 ヶ月とし、８世帯に提供したが、うち４世帯

については２ヶ月延長した。 

■住家被害と応急救助期の住まい（熊本県：平成 24 年７月九州北部豪雨） 

住家被害 

全 壊 169 棟

半 壊 1,293 棟

計 1,462 棟

提供住宅 

種類 入居者資格 入居期間 提供戸数 入居戸数

一時提供住宅 
県営住宅 被災者※1 約１年 26 戸 12 戸

職員住宅 被災者※2 1.5～3.5 ヶ月 ８戸 ８戸

応急仮設住宅 
応急建設住宅 被災者※3 ２年 48 戸 48 戸

応急借上げ住宅 被災者※3 ２年 66 戸 66 戸

計 148 戸 134 戸

※1：全壊・半壊の世帯。 

※2：被害の程度が全壊等により仮設住宅入居待ちであり、かつ、身内に不幸があった世帯。 

※3：住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家がない者であって、自らの資力では住宅を得ることができない

者。 

熊本県・熊本市提供資料より作成 

 

○ 一時提供住宅及び応急借上げ住宅を提供した例（三重県、大分県、茨城県つくば市） 

（三重県） 

平成 23 年の台風 12 号の被害を受け、被災者の特性等を踏まえて一時提供住宅及び応急借上げ住宅を提供

した。 

■住家被害と応急救助期の住まい（三重県：平成 23 年台風 12 号） 

住家被害 

全 壊 81 棟

半 壊 1,077 棟

計 1,158 棟

提供住宅 

種類 入居者資格 入居期間 提供戸数 入居戸数

一時提供住宅 

県営住宅 被災者 １年 14 戸 ４戸

雇用促進住宅 被災者 １年 66 戸 15 戸

職員住宅等 被災者 １年 29 戸 ７戸

応急仮設住宅 応急借上げ住宅 
被災者 

（全壊相当） 
２年 22 戸 22 戸

計 131 戸 48 戸

 

 

三重県『第８回三重県 紀伊半島大水害復旧・復興連絡会議』資料 平成 26 年９月 

（http://www.pref.mie.lg.jp/TOPICS/2014090084.htm） 

三重県『紀伊半島大水害～平成 23 年台風第 12 号による災害の記録～』平成 24 年３月 

（http://www.pref.mie.lg.jp/D1BOUSAI/taisaku/kiihanntoudaisuigai/）     より作成 
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（大分県） 

平成 24 年７月の九州北部豪雨の被害を受け、全壊・半壊又は浸水により当該住宅で通常の生活が困難な被

災者を対象に、一時提供住宅及び応急借上げ住宅を提供した。 

一時提供住宅は、県営住宅、市営住宅、雇用促進住宅及び職員住宅の空き住戸で入居者を募集し、入居の

受付はそれぞれの管理主体が実施した。入居期間は原則３ヶ月としたが、応急借上げ住宅の入居要件を満た

す者については、２年間入居可能とした（職員住宅を除く）。なお、県営住宅と市営住宅については、一部

に特定入居（公募によらず入居）として入居した者もあった。 

■住家被害と応急救助期の住まい（大分県：平成 24 年７月九州北部豪雨） 

住家被害 

全 壊 11 棟

半 壊 87 棟

計 98 棟

提供住宅 

種類 入居者資格 入居期間 提供戸数 入居戸数

一時提供住宅 

県営住宅 被災者※1 ３ヶ月※3 ７戸 ４戸

市営住宅 被災者※1 ３ヶ月※3 23 戸 23 戸

雇用促進住宅 被災者※1 ３ヶ月※3 ９戸 ９戸

職員住宅 被災者※2 ３ヶ月※4 33 戸 16 戸

応急仮設住宅 応急借上げ住宅 
被災者 

（全壊相当） 
２年 19 戸 19 戸

計 91 戸 71 戸

※1：全壊・半壊又は浸水で自宅での生活が困難な世帯。 

※2：住家の被害認定の他、被災地の県営・市営住宅に空きが無い等の付加要件あり。 

※3：更新１回可。応急仮設住宅への入居要件を満たす者は最長２年間入居可。 

※4：更新１回可。事情により最長２年まで可。 

 

 

（茨城県つくば市） 

平成 24 年５月６日の突風等の被災者に対し、まずは一時提供住宅への入居を優先して案内した。 

公的賃貸住宅へ転居すると、公的交通機関を利用しての通院や通学が不可能となる世帯のみを対象に、応

急借上げ住宅を提供した。 

 

○ 一時提供住宅のみを提供した例（京都府福知山市、兵庫県丹波市） 

（京都府福知山市） 

平成 26 年８月 15 日からの大雨被害を受け、京都府では、住宅が罹災した福知山市内の被災者に対し福知

山市営住宅と福知山市内・綾部市内の府営住宅を一時提供した。住家被害認定の判定が「半壊」以上の被災

者を対象とし、入居期限は平成 27 年２月 28 日まで（やむを得ない事情がある場合は、平成 27 年８月 31 日

まで延長可能）とした。入居の受付は、福知山市が府営住宅分を含め一元的に対応し、高齢者、障害者、乳

幼児がいる世帯を優先的に入居させることとした。一時提供住宅 92 戸の提供に対し、55 戸の入居があり、

応急仮設住宅は供与しなかった。 

 

（兵庫県丹波市） 

住宅が罹災した避難者全世帯に、県営・市営住宅、雇用促進住宅の空室を斡旋した。まず、第一次調査と

して避難所に避難している被災者に市営住宅（37 戸）を斡旋した。その後、第二次調査として在宅等被災者

に対し、市営住宅、県営住宅（20 戸）、雇用促進住宅（27 戸）を斡旋した。一時提供住宅 84 戸の提供に対

し、44 戸の入居があり、応急仮設住宅は供与しなかった。 

 

 

 

大分県提供資料より作成 
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○ 住宅確保要配慮者の入居を受け入れる民間賃貸住宅の登録制度の例（埼玉県） 

埼玉県は、高齢者世帯、障害者世帯、外国人世帯、子育て世帯、被災者世帯、失業者世帯、DV 被害者、生

活保護世帯、低所得者の賃貸住宅への入居の円滑化と、賃貸人・賃借人双方が安心できる賃貸借関係の構築

を支援するため、サポート店（仲介業者）、支援団体（NPO、社会福祉法人等）と連携し、このような世帯の

入居を受け入れることとする民間賃貸住宅（あんしん賃貸住宅）やサポート店、居住に関する各種サポート

を行う支援団体を登録している（埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：埼玉県住まい安心支援ネットワークホームページ（http://www.sasn.jp/safety/seido/115/） 
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③被災者の状況に応じた仮住まいの提供 

 

◆ 概要 ◆ 

被災者に対する仮住まいの提供に当たっては、被災規模や被災状況、応急仮設住宅の建設用地の確保

状況及び民間賃貸住宅の空き戸数などを勘案した上で、その地域の被災者にとって適切な一時的な住居

等の確保に向けて取り組むことが重要である。 

この際、公営住宅、国家公務員宿舎等の公的住宅、ホテル、旅館等の二次避難所、親類宅、民間事業

者等から独自に無償提供される住宅等へ避難した者を含めて被災者の全体像を早期に把握し、被災者の

特性やニーズに応じて恒久住宅への移行を漏れ・抜けなく円滑に進められるよう留意する。 

また、居住支援協議会等の団体が組織されている場合には、これらの団体との連携を図ることが望ま

しい。 

 

◆ 具体的な取組み事例 ◆ 

 

○ 被災者に対し自宅の修理・再建に至るまでの流れを提示した事例（新潟県） 

平成 16 年 10 月の新潟県中越地震の際、新潟県は、被災者ができるだけ早く避難所等での生活から本来の

生活に戻ることができるよう、「新潟県中越地震被災者生活再建の手引き（平成 16 年 11 月新潟県中越地震

災害対策本部）」を作成し、「住宅をどう確保していくか」を判断してもらうための「流れ」を提示した。 

 

 

 

出典：新潟県『新潟県中越地震被災者生活再建の手引き』平成 16 年 11 月

（http://www.pref.niigata.lg.jp/bosai/1201626045704.html）
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○ 居住支援協議会による住み替え相談窓口の例（熊本市） 

平成 24 年７月九州北部豪雨の際、熊本市は災害後、熊本市居住支援協議会（協議会）と公益社団法人全国

賃貸住宅経営者協会連合会熊本県支部（全住協）に協力を要請し、発災の翌週には被災地近くの市出張所に、

被災者に対する住み替え相談窓口を設置した（平成 24 年 7 月 17 日～7月 27 日）。それまでの協議会の取り

組みにより、市と民間団体とのネットワークが構築できていたことや、協議会内に高齢者や障がい者等の住

み替え相談窓口が常設されており相談体制が整っていたことから、迅速な対応ができた。 

住み替え相談窓口では、協議会事務局の相談員、全住協の関係者、行政の 3 者が揃って相談に対応するこ

とにより、住み替えに関する悩みの相談と、実際の物件の情報提供、応急借上げ住宅適用の判断をワンスト

ップで行った。期間中は約 80 件の相談に対応し、うち 60 件ほどが入居につながった。この 60 件の入居の中

には、応急借上げ住宅制度の対象外のケースもあった。 

 

 

○ 被災者向け住宅提供に関する一元的な相談対応の例（京都市） 

京都市は、東日本大震災の被災者支援の成果を活かし、不動産関係団体（（公社）全日本不動産協会京都

府本部、（公社）京都府宅地建物取引業協会、（公財）日本賃貸住宅管理協会京都府支部）の協力を得て、

「被災者向け住宅情報センター」を窓口として、市内で火災又は風水害等の自然災害により住宅に被害を受

けた被災者に一元的に住まいの情報提供を行うこととしている（平成 24 年 1 月開始）。 

＜実施窓口＞  京都市住宅供給公社内 被災者向け住宅情報センター 

＜支援の内容＞ 火災等被災者の希望に応じた以下の対応 

(ア)本件取組に協力可能な不動産事業者の紹介 

(イ)本件取組に協力可能な不動産事業者リストの提供 

(ウ)市営住宅に関する情報提供（一時使用のほか，正式な入居に関すること） 

(エ)公社が管理する物件（公社賃貸住宅及び特定優良賃貸住宅等）に係る情報提供及び入居申込の受付 

(オ)ＵＲ賃貸住宅（ＵＲ都市機構ホームページ掲載物件）の情報提供及び問合せ窓口の案内 

【取組みのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：京都市ホームページ 

参考文献：Saflanet（熊本市あんしん住み替え支援サイト）ホームページ、熊本市住宅審議会（平成 25 年８月 19 日）資料 
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○ 被災者の状況に応じ、宅建業関係団体の窓口を紹介した例（兵庫県豊岡市） 

兵庫県豊岡市では、平成 16 年台風 23 号の際の応急仮設住宅の受付にあたって、被災状況・避難勧告・所

得要件を確認し、要件に該当しない被災者には（公社）兵庫県宅地建物取引業協会但馬支部を紹介した。 

 

○ 住宅再建に伴う一時転居者に対する家賃補助の例（兵庫県） 

兵庫県では、平成 21 年度に発生した大規模な自然災害で被害を受けた被災者が、住宅を再建するまでの間

に一時的に県内の民間賃貸住宅に転居する場合において、その家賃の一部を助成することにより、被災者の

住宅再建に係る負担を軽減させることとした。 

 

【住宅再建等に伴う一時転居者支援事業制度】 

＜事業内容＞ 被災者が住宅を再建するまでの間、民間賃貸住宅に転居する場合の家賃補助 

＜対象者＞ ・床上浸水以上の被害を受けて、自己所有住宅再建のため、一時的に県内の民間賃貸住宅に入

居する方 

      ・賃貸住宅に入居されている方で、所有者が賃貸物件を再建する間、他の県内民間賃貸住宅に

入居し、再建後の賃貸住宅に再入居する方 

      ・上記のいずれかの要件を満たし、かつ世帯の主たる生計維持者（世帯主）であり、その者の

前年総所得金額が 730 万円以下であること 

＜助成額＞  自己所有：家賃月額の１／２（３万円上限） 

       賃貸住宅：従前家賃との家賃差額の１／２（３万円上限） 

       ※負担割合 県２／３、市町１／３ 

＜助成期間＞ ６カ月 

 

 
 
○ 民間賃貸住宅へ入居した被災者に対する家賃給付金の例（埼玉県越谷市） 

越谷市（埼玉県）では、平成 25 年９月２日に発生した竜巻により、半壊以上の被害を受けた住宅に居住し

ていた被災者に対して、当該住宅の再建等のために一定期間一時的に居住する市内の民間賃貸住宅の家賃の

全部または一部に相当する額の家賃給付金を支給した。 

 

【民間賃貸住宅への家賃給付金の支給】 

＜事業内容＞当該住宅の再建等のために一定期間一時的に居住する市内の民間賃貸住宅の家賃の全部また

は一部に相当する額の家賃給付金を支給 

＜支給額＞ 家賃（権利金、敷金、礼金、共益費、管理費等を除く）に相当する額で限度額は以下のとお

り 

①入居世帯員が４人以下：月額５万円 

②入居世帯員が５人以上：月額７万円  

＜支給期間＞全壊：１年以内 

大規模半壊または半壊：６カ月以内 

＜根拠＞  平成 25年９月２日に発生した竜巻により被害を受けた住宅に係る被災者に対する家賃給付金

の支給に関する条例 

 

参考文献：兵庫県提供資料 

参考文献：埼玉県越谷市ホームページ 
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○ やむを得ない理由により一時提供住宅に入居しなかった被災者に対する家賃補助の事例（埼玉県） 

埼玉県・市町村家賃給付金は、かかりつけの病院が遠くなり通院が困難となる、子供の学区が変わるなど

特別な理由により、公営住宅に入居せず、民間賃貸住宅に入居した全壊世帯に対し、家賃相当額を支給する

制度である。 

【埼玉県・市町村家賃給付金の概要】 

＜目 的＞ 特別な理由がある住宅全壊世帯が、民間賃貸住宅にも入居できるよう家賃給付金を支給。  

＜対 象＞ 自然災害で住宅が全壊した世帯で、通院が遠くなり困難、子供の転校を迫られるなどの「特別

な理由」により県又は市町村が提供し、又は斡旋する公営住宅等に入居せず、自らの費用をも

って賃借した民間賃貸住宅に入居した世帯 

＜支給額＞ 入居する民間賃貸住宅の賃借料（敷金、礼金、権利金、共益費、管理費等を除く。）相当額で、

月額６万円（５人以上世帯では９万円）を上限 

＜支給期間＞最長 12 か月 

 
 

○ 社会福祉協議会が被災者に家電製品等の購入資金を支援した事例（越谷市社会福祉協議会） 

社会福祉法人越谷市社会福祉協議会は、平成 25 年９月２日に発生した竜巻の被災者（越谷市民）に対し、

家電製品等の購入に係る費用について支援金を給付した。 

【「越谷市竜巻災害生活必需品購入支援金」給付事業（越谷市社会福祉協議会）】 

＜概  要＞ 竜巻により、越谷市民で住宅が全壊又は半壊の被害を受けた世帯に対し、生活必需品である家

電製品等の購入に対する支援金を給付する。 

＜支援の内容＞ ○住宅が全壊した世帯（１世帯につき）：10 万円 

○住宅が半壊した世帯（１世帯につき）：５万円 

＜対象者＞ 平成 25 年９月２日現在、越谷市の住民基本台帳に記録されている世帯で、同日に発生した竜巻

災害により現に居住していた住宅が全壊又は半壊した世帯 
※越谷市社会福祉協議会の法人化 15 周年及び市町村社会福祉協議会の法制化を記念し、昭和 59 年に創設された「愛の詩基金」により

実施。 

参考文献：埼玉県ホームページ 

参考文献：（福）越谷市社会福祉協議会ホームページ 
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○ 応急借上げ住宅等の入居者へ日用品や電化製品のセットを提供した例（広島市） 

広島市では、平成 26 年８月 20 日の豪雨災害により、広島市が住まいを提供した公営住宅や応急借上げ住

宅等への入居者に対して、一律に日用品や電化製品の提供・配達を行った。 

提供のスピードを優先するため、「日用品及び電化製品」、「日用品のみ」又は「電化製品のみ」のいず

れかのセットを提供することとし、応急借上げ住宅の場合は、賃貸契約書を作成する際に「日用品等の要否

確認書 兼 配達申込書」を宅建業者に提出するよう入居者へ案内した。 

【提供する物品リスト】              【日用品等の要否確認書兼配達申込書】 

■日用品                     （応急借上げ住宅の場合は、賃貸契約書を作成す 

①寝具一式×世帯人数分               る際に宅建業者に提出するよう入居者へ案内） 

②その他の日用品×１世帯に対して１セット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■電化製品 

 

 

出典:広島市提供資料 

商品名 形態 セット
トイレットペーパー（複数個パック） 個 1 
洗面器 個 1 
やかん 個 1 
両手鍋 個 1 
片手鍋 個 1 
フライパン 個 1 
包丁、果物ナイフ 個 1 
まな板 個 1 
お玉 個 1 
しゃもじ 個 1 
ボール（セット） 個 1 
ざる（セット） 個 1 
茶わん（プラ・中） 個 3 
皿（プラ・大） 枚 3 
皿（プラ・小） 枚 3 
紙皿（複数枚パック） 個 2 
コップ（プラ・柄付き） 個 3 
紙コップ（複数パック） 個 2 
はし（複数本セット） 個 1 
割りばし（複数パック） 個 1 
台所用洗剤 個 1 
台所用スポンジ 個 1 
ラップ 本 1 
ごみ袋（複数枚パック） 個 2 
ガスコンロ・ホース・留め金 
※もともと設置している部屋には、本セットに含

まれません。 
セット 1 

洗濯用洗剤 箱 1 
ティッシュペーパー（複数個パック） 箱 1 
歯ブラシ（複数個パック） 個 1 
歯磨き 個 1 
石けん（複数個パック） 個 1 
ほうき 本 1 
ちりとり 個 1 
ごみ箱 個 1 
ちゃぶ台（折りたたみ式） 台 1 
カーテン（掃出し窓用） 枚 2 
風呂用椅子 個 1 
ハンガー（複数個セット） 個 1 
物干ざお 本 1 

商品名 形態 セット
照明器具 
※もともと設置している部屋には、本セットに含

まれません。 
個 最大 2 

冷蔵庫 台 1 
洗濯機 台 1 
炊飯器 台 1 
湯沸かしポット 台 1 
こたつ 台 1 
テレビ 台 1 
扇風機 台 1 

広島市提供資料より作成 

出典：広島市提供資料 
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【参考：居住支援協議会の概要】 

 

住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育成する家庭その他住宅の確保に特に

配慮を要する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体や関係業者、居住支援団

体等が連携（住宅セーフティネット法（※）第 10 条第１項）し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸

人の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施。 

（※） 住宅セーフティネット法は平成 19 年に施行 

○ 概要 

（１）構成 

・地方公共団体の住宅担当部局及び自立支援、福祉サービス等担当部局 

・宅地建物取引業者や賃貸住宅を管理する事業を営む者に係る団体 

・居住に係る支援を行う営利を目的としない法人等 

（２）役割 

・居住支援に関する情報を関係者間で共有・協議した上で、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の

双方に対し必要な支援を実施 

（３）設立状況 

45 協議会が設立（平成 26 年７月 18 日時点）[34 都道県・11 区市]（北海道、岩手県、宮城県、山形県鶴岡

市、福島県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、江東区、豊島区、板橋区、神奈川県、新潟県、富

山県、岐阜県、岐阜市、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都市、兵庫県、神戸市、和歌山県、鳥取県、

島根県、岡山県、広島県、徳島県、香川県、高知県、福岡県、北九州市、福岡市、大牟田市、佐賀県、長崎

県、熊本県、熊本市、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県） 

（4）支援 

居住支援協議会が行う住宅確保要配慮者に対する民間賃貸住宅等への入居の円滑化に関する取り組みを支援 

・補助限度額：協議会あたり 1,000 万円 

・予算額：平成 26 年度 4.25 億円の内数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典:国土交通省ホームページ「居住支援協議会の概要」 



 

 

 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


